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1　は　じ　めに

我国は利便性を求めた大量生産，大量消費型の経済

により成長を遂げてきた春吉果，大量の産業廃棄物を生

み出すこととなった。他方，廃棄物最終処分場の不足

が探婁肘ヒL，大都市圏では最終処分場の用地確保が困

難となり，最終処分地の遠隔化，処分費用の高騰が起

こり，そのため，不法投棄などの問題が多発する結果

となった。また，近年では先端技術産業の興隆により，

従来使用されなかった化学物質などが製造，使用され，

新たな種類の廃棄物が排出されてきている。

このような，廃棄物の発生量の増大，種類の多様化

に対応するため，廃棄物の減量化，再資源化の推進と，

有害，あるいは危険性廃棄物の適正処理の確保を盛り

込んだ「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃掃

法）の改正が平成3年10月に行われ，平成4年7月4

日に施行された。この法改正で，有害性，危険性ある

いは処理困難性の認められる産業廃棄物を「特別管理

産業廃棄物」に指定し．特別の取扱いを要する産業廃

棄物として従来の産業廃棄物から区別された。特別

管理産業廃棄物はその許可を得た者以外は業として

処理処分を行うことができず，また，産業廃棄物の

排出者は特別管理産業廃棄物と通常の産業廃棄物を

明確に区別して，処理・処分を委託しなければなら

なくなった。

改正廃掃法を的確に運用し，特別管理産業廃棄物の

処理の適正化を図るためには，特別管理産業廃棄物の

発生と処理の実態を把握することが急務である。

そこで，当県でも平成5年度から特別管理産業廃棄

物の排出事業所実態調査を開始した。特別管理産業廃

棄物のうち，平成5年度は平成5年11月から平成6年

3月までの5か月間にわたり，有害物質を含む汚泥，

廃酸，廃アルカリ（特定有害産業廃棄物）の排出事業

所の実態調査を行ったので，その結果について報告す

る。

2　詞査方法

今回の調査対象施設は，カドミウムなどの有害物質

を使用している水質汚濁防止法の特定施設で，廃棄物

としては汚泥，廃酸，廃アルカリである。

Hg，C d，Pb，C r6＋，As，シアン化合物，

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，C u，

Zn，弗素化合物等の有害物質を使用する施設の中か

ら電気メッキ施設，酸またはアルカリによる表面処理

施設，金属製品製造業又は機械器具製造業の用に供す

る焼入れ施設，電解式洗浄施設，カドミウム電極又は

鉛毒極の化成施設，水銀精製施設及び廃ガス洗浄施設

を取り上げた。これらの施設から排出される汚泥，廃

酸，廃アルカリのうち有害物質の検定値が基準値を超

えるものは特別管理産業廃棄物となる。

これら水質汚濁防止法関連の特定施設を設置する事

業所から51カ所（以下汚泥等特定施設）を抽出した。
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表1業種別調査対象事業所数

業　　　　 種 アンケート
調査回答
事業所数

立入調査
実 施
事業所数（中分類） （小分類）

金 属 製 品

製 造 業

電気 メ　ッキ業 皿 4

そ　 の　 他　 ＊ 2 口

電気壊械器具

製 造 業

電子部品製造業 ロ ロ

そ　 の　 他　 ＊ 田 3

輸 送 用 模 械

器 具 製造 業

自動 車製造業 口 ロ

そ　 の　 他　 ＊ 3 3

非 鉄 金 属

製 造 業

非鉄金属圧延業 ロ ロ

そ　 の　 他　 ＊ 田 ロ

印　　 刷　　 業 印　　 刷　　 業 口 0

一般横械器具

製 造 業

一般産業用境域製造業 ロ ロ

そ　 の　 他　 ＊ ロ 0

精密桟械器具

製　 造 業

光学レンズ製造 ロ 0

そ　 の　 他　 ＊ 5 ロ

化　学　 工　業

塗　料　製　造　業 2 ロ

無碍化学薬品製造業 ロ 0

そ　 の　 他　 ＊ 6 5

飲 料 製 造 業 そ　 の　 他　 ＊ ロ ロ

水　　 道　　 業 下　 水　 道　 業 ロ 0

その他の製造業 装飾品等製造業 口 ロ

廃棄物処理業 産業廃棄物処理業 6 3

合　　　　 計 5　5 2　8

注：1．業種の分類は日本標準産業分類 （行政管理庁）によ

り行った。
2．申分茸で複数の業種を兼業している場合は、主な業

種に分類した。
3。＊業種の小分類のその他には、多業種にわたるため

分額田難なものも含めたロ

また，大気汚染防止法に定める特定施設のうち廃棄

物焼却炉を設置している事業所の中から，特にトリク

ロロエチレン等の有機溶剤を使用する可能性のある事

業所19カ所（以下ばいじん等特定施設）を加えて，合

計70カ所を調査対象事業所とした0

調査対象事業所70カ所に対してアンケート調査を行

った。アンケート調査の内容は，使用している有害物

質，製造工程ごとの廃棄物の種類と発生量及び発生し

た廃棄物の処理・処分方法などである0その結果，回

答を得られたのは汚泥等特定施設39カ所，ばいじん等

特定施設16カ所の合計55カ所であった0

また，このうち28事業所に対して立入調査を行い，

アンケートの回答内容について，さらに聞き取り調査

および現場確認を行った。

表1にアンケートに回答のあった事業所数と立入り

調査実施事業所数を業種別に示した。

表2　調査した事業所で使用されていた主な有害物質

有害物質等 の種類

崩していた

事姜粛蟄

主　 な　 用　 途

カ ドミウムまたはその化合物 4 メ ッキ浴液，顔料

鉛 ま た は そ の 化 合 物 14 顔料，原材料 か らの溶 出

シ　 ア　 ン　 化　 合　 物 15 メ ッキ浴疲，金属表面処理剤

六 価 ク　 ロ　 ム　 化 合 物 23 メッキ浴き乱　 金 属表面処理剤

ひ 素 ま た は そ の 化 合 物 3 原　 材　 料

ト リ ク　ロ　 ロ　エ チ　 レ　ン 10 金属等 の脱脂 ，洗浄

テ ト　ラ ク　ロ ロ エ チ レ ン 4 金属 等の脱脂，洗浄

ジ　 ク　 ロ　 ロ　 メ　 タ　 ン 6 金属等 の脱 脂，洗浄

1， 1，ト ト リク ロ ロ エ タ ン 8
金属等の脱脂，洗浄，

プラスチ ック被覆の溶解剤

銅 ま た は そ の 化 合 物 17 メッキ浴 液，原材料

亜 鉛 ま た は そ の 化 合 物 18 メ ッキ浴液，原材料

弗　 素　 化　 合　 物　　 5　 エ ッチ ング剤・洗浄剤

3　調査結果

3・1有害物賃の用達と任用頻度

調査Lた事業所で使用されていた有害物質とその用

途を衰2に示した。使用されていた有害物要は12種類

（うち2種類は調査終了後に有害物質に指定された物

質〕で，特に六価クロム化合物はメッキ用や金属の表

面処理用に広く使用されており，調査対象事業所の約

半数（汚泥等特定施設の70％）で使用されていた0次

に使用頻度の高い有害物質の種類は亜鉛，銅であり，

これらは，メッキ浴液の成分および，合金製造・加工

等における原材料等として使用されていた0シアン化

合物を使用している事業所も多く，用途としては一部

の貴金属メッキや表面処理剤等であった0鉛もメッキ

浴液，顔料，原材料として多く使用されていた0また，

メッキの前処現金属製品の洗浄などの目的で行う金

属の脱脂は，揮発性有機塩素溶剤による脱脂からアル

ヵリ脱脂に移行しつつあるが，まだ多くの事業所でト

リクロロエチレン，1，1，1一トリクロロエタン等が使用

されていた。

これらの有害物要は毒性を持つ反面，優れた物性も

待つため，各種原材料，添加剤，洗浄剤等として依然

として幅広く利用されていた。
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3・2　有害物質の使用欄巨出・処理・処分の実態

有害物質のうち調査事業所で使用されていた六価ク

ロム化合物，シアン化合物，鉛，カドミウム，ひ素，

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，1，1，ト

トリクロロエタン，ジクロロメタン，銅，亜鉛，弗素

化合物について，その使f臥　排出，処理，処分の流れ

を種類ごとに図1から図12のフローシートにとりまと

めた。

フローシートの構成は，「業種」，「使用されている

工程」，「有害物質を含む材料」，「廃棄物」，「処理処

分方法」，「処理処分地」からなる。

業種の欄には各有害物質を使用していた業種と，そ

れぞれの業種における使用率を示した。有害物質の使

用率は（各有害物質を使用していた事業所数／アンケ

ートに回答のあった事業所数）で表した。

使用されている工程の欄には各業種において有害物

質を使用している工程を示した。

有害物質を含む材料の欄には各工程で使用される原

材料，添加剤，処理剤等のうち有害物質を含むものを

示した。

廃棄物の欄には，有害物質が使用されている工程か

薫　　　　　毒 使用さ九ているエ竃

ら発生する廃棄物の種類と発生量を示した。ただし，

一つの工程から複数の有害物質を含む廃棄物が排出さ

れる場合が多いので，廃棄物発生量は各有害物質問で

重複している。

処理処分方法の瀾には各廃棄物の処理処分方法とそ

の方法で処理処分している廃棄物量を示した。

処理処分地の欄には廃棄物を処理処分している施設

の所在地を都道府県別に示した。ただし，廃棄物を発

生した事業所が事業所の内部で処理している場合には

社内処理として示した。

各有害物質の使用・排出・処理・処分状況の概略に

ついて述べる。

六価クロム化合物，シアン化合物はメッキ用と金属

の表面処理剤等，飼，亜鉛はメッキ用と非鉄金属材料

等に使用され，広範囲の業種で使用されていた。カド

ミウム，ひ素，弗素化合物については，比較的使用し

ている事業所が少なかった。カドミウムはメッキ用と

顔料，ひ素は半導体原料と表面処埋剤，弗素化合物は

エッチング剤や表面処理剤として使用されていた。

これらの物質を使用する工程から発生する廃棄物は

廃酸・靡アルカリが大部分であった。

Crら十化合萄

を含む有串

廃棄物　　　処理処分方法　　処理処分塊

注：1．X／Yは六痛クロムイヒ含物の使用率を示す（使用事業所盈／調査事業所削

2・′；㌘は寄贈褒美麒鞄を示す．

図1六価クロム化合物の使用と排出
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図2 シ　ア　ン化合物の使用　と　排出

図3　鉛とその化合物の使用と排出
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葦　　　　　　　毒 使用書九ているエ電 カドミウム化合物

を含む有弔

廃棄場 処理処分方法　　　処理連合地

注：1．X／Yはカドミウム化合物の使用率を示す（使用車某所蘭／調査事業所数）．
2．ノ　ミ、J；は特別管理産業展乗物を示す．

図4　カドミウム化合物の使用と排出

薬　　　　　　　　　種 使用さ九ている工程 ひ素およて′そのイヒ含物
を含む材割

処理処分方法　　処】集処分磯

注：1　Ⅹ／Yはひ素およぴその化合物の使用率を示す（犀用事某所数／調査率某所鞋）．
2．ニ三：孝串ま帝別管理産業廃棄物を示す．

図5

薬　　　　　　　　種

ひ素およびその化合物の使用と排出

使用書九ているエ捏 Ⅲタロロエチレン

を含む材料
廃棄物 処理処分方法　　　処】蔓延分地

注：1．X／Yはトリタロ8エチしンの使用率を示す（使用事業所数／調査率某所数）．
2．∴で′三、㌔は特別管理産業廉潔鞠を示す．

図6　トリクロロエチレンの使用と排出

稟　　　　毒 使用さ九ている工程 テ冊ロロエ脚　　　　轟棄勒

を含む材料

処理処分方法　　処理処分撞

鍔卜匡璽：ヨ一匹≡牽：ト一曲
はテトラ佃工佃の使用率を示す（使用事業所敦／調査事業所数）．

ほ特別管理産業廃棄物を示す。

図7　テトラクロロエチレンの使用と排出
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薫　　　　　置 脚きれているエ篭　亜雛よぴそのイ巳含嶺　　　廃棄葡　　鯛男扮掘　縄鮎億

注：X／Yは亜鮎よぴその化合物の使用率を示す（任用事業所数／調査事業所数）。

図11亜鉛およびその化合物の使用と排出

薫　　　　　　　　　育 i吏用事九ている工程 希書イヒ書物
を含む材料

廃車鞠　　　　　処理処分方法　　　処理処分地

注・X／Yは弗素化合物の使用率を示す（使用事業所数／洞重事某所敷）．

図12　弗　素　化　合物　の　使　用　と　排　出

鉛は用途が多様で，用途によって排出される廃棄物

の形態も異なっていた。

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン等の揮

発性有機塩素化合物は，用途が脱脂・洗浄剤に限定さ

れており，これらを含む廃棄物は廃油がはとんどであ

った。

3・3　廃棄物の発生及び処理・処分状況

調査した全事業所から排出される廃棄物の種類と量

を表3に示した。調査対象事業所から発生する廃棄物

のうち発生量の多い廃棄物は，廃酸，汚泥，廃水，金

－37一

属くず，廃アルカリなどであった。このうち，金属く

ずは鉄や合金の研磨くずや切削くずであり，無害な廃

棄物として取り扱われる。また，3．2のフローシー

トに示したように有害物質使用工程から発生した金属

くずは全て再資源化されていたので，処理処分状況の

説明を削除し，廃棄物として排出される汚泥，廃酸，

廃水，廃アルカリについて解説する。

（1）汚　　　泥

汚泥の発生と処理・処分の状況を図13に示す。汚泥

は，その発生量のほとんどが廃顧・廃アルカリ等の事

業所内処理により発生する水処理汚泥である。このた



衰3　廃　棄　物　発　生　量

種　 類 発 生 量 種　 類 発 生 量 種　 類 発 生 量

汚　　　 泥 15 60 9 1．5 3

99 8 45 ．3

27 3 4 7 1．9

54 77 7 ．2 5

1 194 2 ．6

13 8 36 0

燃 え が ら 52 23

30 94

6 00

3 59

2 18

4 00 0

ば い　 し ん 3 6

78

117

96

73

6 0

金 属 く　ず
廃 プ ラ ス

チ ッ ク
粉　 じ　 ん

廃　　　 酸
ガ ラ ス ・

陶 磁 器 くず
レ ン ガ くず

廃 ア ル カ リ 鉱　 さ　 い 廃　 の　 り

廃　　　 油 紙 ， 布 くず 廃 塩 浴 剤

廃　　　 水 蒸 留 残 虐
廃 プ ラ ＋

金 属 く ず

総 発 生 量　　 7 5 0 2 1 3 ．9 8 t ／ 年

め，有害物質を取り扱う工程から直接排出される汚泥

の排出量は少なかった。また，特別管理産業廃棄物扱

いになる有害汚泥の発生量割合は全体の0．2％程度

と少なかった。ただし，調査事業所に汚泥焼却施設を

設置している下水処理施設が1カ所含まれていたため，

汚泥発生量の約55％は下水処理汚泥であった。

汚泥の処玉里・処分方法は多岐にわたっていたが，無

害汚泥の大半は埋立処分されており（下水汚泥は焼却

処理されていた），他方，シアン化合物，揮発性有機

塩素化合物およびひ素を含む有害汚泥は焼却処理され，

弗素や六価クロムを含むものはコンクリート固化され

ていた。また，その他の有害汚泥の処理・処分方法と

しては脱水処理・乾燥処理および埋立処分などの方法

が■取られていた。

また，有害物質を使用していた事業所だけを抽出し

て，業種別による汚泥の発生量及び処理・処分方法に

ついて衰4に示した。汚泥の総発生量は電気機械器具

製造業で最も多く，化学工業，輸送機械器具製造業が

これに次いでいた。また，特定有害汚泥の発生量では

一般機械器具製造業でやや多く，非鉄金属製造業，精

密機械製造業，電気機械器具製造業でほぼ同量であっ

た。特定有害汚泥は電気メッキ業を含む金属製品製造

業では発生していなかった。処理・処分の特徴として

は】．大部分の汚泥が委託処理されており，自家処理は

化学工業における溶剤蒸留残法等の焼却処理に限られ

ること，非鉄金属製造業では汚泥の再資源化率が非常

に高いことが挙げられる。非鉄金属製造業で汚泥の再

資源化率が高いのは，今回の調査事業所の主力製品が

飼およびその合金であるため，資源回収における経済

的利点が大きいためと考えられる。

（単位：t　／年〕

図13　汚　泥　の　処　理
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処　分　方　法



衰4　汚　泥　の　発生量

種　 別
l草葉所当りの産業廃棄物発生丑 （t／年）

調査事

薫所数
（件）

産業廃
妻勃発

生玉の
縫合計

（t／年）

委託処理丑
再生利用量

l（再慧 寧’

自家処理量

（自家処蓮華）

（％）

合 計 量
業　 種

特別管理 通常産廃

金属 製品

製 造 業

ロ 46．5 1．4
（乙9％）

ロ

（O X）
47．9 田 670

非 鉄金属

製 造 業

16．3 33．2 154
（75．7蒐）

ロ

（0 射

203．5 4 814

精 密機械 18．3 3．3　　　 8．3 ロ 21．9 ロ 131

器具製造業 （1．4X）　　 （O X）

電気機 械 王9．8 1589　　　　 0．3 0　　　　 1609．l ロ 11264

器具製造業 （0．01％） （0 鴛）

輸 送機械 ロ 614　　　　　 0 ロ 614 4 2472

器具製造業 （OX） （8 蒐）

一 般機械

器具製造業

60 l 0
（0％）

ロ

（0 ％）

田 2 12f；

化学工 業 0 225 0
（0‡）

四

（50．2ヌ）
337 ロ 2822

合　 計 114．4 2512 156
（一）

四

（－）

2894．4 43 17499

表5　廃　酸　の　発生量

種　 別
工事業所当りの産業廃棄物発生量 （亡／年）

調査草

某所数

産業廃
実物発

生丑の委託処理量
再生利用量 自家処理量

合 計 量
業　 唾

（再利用率）

（％）

（自家塾理事）

（％〕

（件） 総合計
（t／年）特別管理 通常産廃

金属 製品 229 1．2 ロ 1386 1616．2 田 22626

製　 造　 業 （0 ％） （85．8蔦）

非 鉄金 属

製 造 塞

12．3 37．5 ロ

（0 篤）
364

（88．0弟
413．8 ロ 1655

精密蔑 械

器具製造業

四 ロ ロ

（0 射

四

（99．8繋）

801．3 ロ 4808

電気 格械

器具製造業

2093 19408 ロ

（0 覧）
1401
（6．1文）

22894 ロ 168258

穐連 環械
器具製造業

田 8 0
（0 射

23370
（99．箔）

23428 ロ 93712

一 般境域

器具製造業

685 ロ ロ

（0 射

ロ

（0 ％）
685 ロ 1378

化学工 業
ロ 0 ロ

（0 射

ロ

（0 射
0 ロ ロ

合　 計 3078．6 1943軋7 0
国

2丁321
国

49838．3 43 284429

（2）廃酸t廃アルカリ等

廃酸・廃アルカリ及び廃水は洗浄工程等から排出さ

れる稀薄な廃酸・廃アルカリ並びに廃水が大半を占め

ており，これらは排出事業所の内部で処理している例

が多かった。メッキ浴の更新等で濃厚廃液が発生した

場合の対応としては，洗浄廃液である稀薄な廃酸・廃

アルカリに少量づっ混入して処理する場合と外部委託

処理する場合とほぼ2分されていた。外部委託処理さ

れていた廃酸・廃アルカリは，主にシアン分解，六価

クロム還元，中和，凝集沈殿・不溶化処理等が行われ，

貴金属を含むものは濃縮され再資源化されていた。

また，有害物質を使用していた事業所から発生した

衰6　廃アルカリの発生量

種　 別
1事貴所当りの産業廃棄勃発生圭 （t／年）

頭重革
集所数

産業廉
葉物尭

生玉の委託処理量
再生利用量 自家処翌量

合 計 量
業　 種

（再利用寧）

（％）

（自家処理宰）

（％）

（件） 総合計

（t／年）特別管理 通常産廃

金属製 品 11．1 l．4 0 1932 1944．5 14 27223

製　 造　 業 （8 蒐） （99．硝）

非鉄 金属
製 造 業

ロ ロ ロ

（0 蔦）
　 3

（37．5射
8 ロ 32

構密 機械
器具製造業

2．5 ロ 0
（0 芳）

0
（0 ％）

2．5 ロ 田

電 気横械

器具製造業
62．8 ロ 0

（O X）

343．7

（84．6X）

406．5 7 2＄45

輸送械械

器具製造業

ロ ロ 0
（0 ％）

0
（0 ％）

0 ロ 0

一般機 械 田 ロ 0 ロ 18 ロ 36

器具製造業 （8 射 （0 ％）

化学 工業
ロ ロ 0

（0 ％）

ロ

（0 ％）
0 6 0

合　 計 94．4 6．4 0
国

2278．7
国

2379．5 43 3015l

廃酸の発生量及び処理・処分方法について業種別に分

類し表5に示した。廃酸の発生量の多い業種は電気機

械器具製造業，輸送用機械器具製造業であった。処理

■処分方法としては，電気機械器具製造業を除き，ほ

とんどの業種で事業所内処理が行われ，その処理割合

は85％以上であった。ただし，電気機械器具製造業で

廃酸を通常産業廃棄物として大量に委託処理Lている

事業所が1カ所あるために事業所内での処理割合が低

くなっているが，この事業所を除けばかなり高い割合

である。

同様に業種別の廃アルカリ発生量と処理・処分状況

喜表6に示Lた。廃アルカリの発生量は金属製品製造

業，電気機械器具製造業で多く，次に一般機械器具製

造業で多く発生していた。これらのほとんどはメッキ

工程から発生したもので，廃酸と同様に事業所内での

処理割合が非常に高かった。

このように，廃酸・廃アルカリについては大部分が

事業所内で処理され処理残法として汚泥のみが外部に

排出されていた。ただし，有害物質含有量の多い濃厚

液などについては処理委託している事業所がみられた。

（3）産業廃棄物処理事業者による処理・処分

次に有害物質を含む廃酸t廃アルカリを処理委託さ

れた産業廃棄物処理事業者における処理・処分状況に

ついて述べる。

六価クロム，カドミウム，鉛，銅，亜鉛等の有害金

属及びシアン化合物，ふっ化物を含む廃酸・廃アルカ

リを処理委託された産業廃棄物処理事業者（共同廃水

処理施設1カ所を含めて4事業所）の処理および処理
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注：げは苓別管理産業展乗物を示す。

図14　有害金属等を含む廃液・廃アルカリの中間処理

注：　　は特別管理産業展薫物を示す．

図15　トリタロロエチレン等の中間処理

後の廃棄物町処分方法を図14に示す。産業廃棄物処理

事業者は受入れた廃酸・廃アルカリ喜有害物質の種類

や処理方法の違いにより分類して貯漕L，シアンの分

解，六価クロムの還元・凝集沈殿・不溶化処理，その

他有害金属の凝集沈殿・不溶化処理などを行っていた。

処理後，無害な処理水は放流し，塩類が高濃度である

廃水などは海洋投入処分されていた。また，廃酸・廃

アルカリの処理により発生した汚泥の大部分は埋立処

分される。ただし，シアン化合物の処理汚泥は一部焼

却処理されていた。

また，洗浄や脱脂に使用し，劣化したトリクロロエ

チレン，テトラクロロエチレン，1，1，1－トリクロロエ

タンの廃油は排出事業所が内部で再生利用している例

がみられたが，再生困難な廃油やこれらの物質を含む

廃水，汚泥などは外部委託処理されていた。トリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレン，1，1，トトリクロ

ロエタンを含む廃油・廃水等を処理委託された産業廃

棄物処理事業者（蒸留再生処理施設1カ所，廃油・廃

水焼却施設1カ所）の処理および処理後の廃棄物の処

分方法を図15に示す。廃油については，蒸留再生処理
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されるものと，再生困難なため直接焼却処理されるも

のとがあった。また，蒸留再生処理の過程で発生Lた

廃油，汚泥，廃水は最終的に焼却処理されていた。さ

らに，焼却処理により発生した燃えがら，ばいじん

湿式スクラバー等から発生する汚泥は全て埋立処分さ

れていた。

4　おわ　り　に

今回調査対象とした事業所は，前述したように電気

メッキ，金属表面処理等の施設を有することを条件と

して抽出したため，有害金属類，揮発性有機塩素化合

物の特定施設を有する事業所の一部である。

同じ業種に属する事業所でも，製造している製品の

違いにより排出される廃棄物の種類・量が著しく異な

る場合があり，一律には比較できないが，有害物質を

使用する代表的工程とそこから排出される廃棄物の種

類・量について具体的データを得ることができた。

有害金属等を含む廃棄物ははとんどが洗浄廃液であ

り，その大部分は事業所内部で水処理され，汚泥が廃

棄物として排出されている。処理後の水や汚泥は「無



害」として処理・処分あるいは放流されているため，

これらについて安全性の確認が必要である。有害金属

等を含む廃棄物のうち外部へ委託処理されているもの

は，無害化処理されており，不適正処理・処分の可能

性は低いものと考えられた。ただし，これらの有害廃

棄物の中でも再資源化されるものもあった。

また，今回調査対象とした事業所は水質汚濁防止法

や大気汚染防止法の規制対象事業所でもあることから，

従来から規制対象となっていた物質についてはかなり

意識が高く，「有害」と認識している廃棄物について

は処理も的確なものであった。しかし，一部の事業所

で金属製部品の脱脂剤を1，1，トトリクロロエタンから

ジクロロメタンに切り替える例や，1，1，トトリクロロ

エタンを含む廃液を通常の中和処理だけで処理してい

る研がみられた。このように，水質汚濁防止法や廃掃

法で新たに規制対象になった物質（1，1，1一トリクロロ

エタン，ジクロロメタン，総クロム，ニッケルなど）

については「有害」という認識が浸透していない例が

見られたので，今後の周知徹底が必要である。

さらに，鉛やひ素は規制が強化され，特別管理産業

廃棄物の判定基準値がいずれの項目も0．紬g／ゼに引き

下げられたので，焼却灰，汚泥及び研磨汚泥などの埋

立処分される廃棄物や焼却処理委託される廃棄物など

では今後注意が必要である。
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